証拠の提出方法について
１　証拠の提出
　(1) 書証

ア　申立人は「甲第○号証」、被申立人は「乙第○号証」と連番で書証の右上に表示してください。

イ　書証には、どのような事実を明らかにしようとするものであるか（立証の趣旨）を記載した「証拠説明書」を添付してください。

　　ウ　書証の例としては、次のようなものがあります。
(ｱ) 組合員であることを理由とする解雇（労働組合法第７条第１号）の場合

　　雇用契約書、解雇通知書、解雇理由証明書、就業規則等

(ｲ) 団体交渉拒否（労働組合法第７条第２号）の場合

　　団体交渉申入書、会社の回答書、団体交渉議事録等
エ　相手方当事者から書証が提出されたときは、書証の成立に係る認否（書証の内容ではなく、作成者が当該書面を作成したかどうかに関する認否）を記載した「証拠認否書」を提出してください。「認否」の欄には、「認める」「否認」「不知」のいずれかを記載してください。
　(2) 人証（証人（当事者）尋問）
ア　証人（当事者）尋問の申請をするときは、「証人（当事者）尋問申請書」を提出してください。

(注)　「当事者」とは、組合又は法人を代表する者（執行委員長、代表取締役等）を指します。

イ　尋問事項が争点と関連しない場合等は、証人を採用しない場合があります。
２　証拠の提出時期

(1) 調査開始通知書に記載された提出期限に従い、証拠を提出してください。

(2) 証拠の提出が大幅に遅れたときは、時機に遅れたものとして採用しないことがありますので、注意してください。
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